
  
急速な少子高齢化の 進行 

  

わが国では、 今後更に急、 速に               高齢化が進行することが 予想されています。 

今回の改正は   将来にわたり 年金 帝 l 」             心できるものとするために 必要なものです。   

0 未婚率の推移 0 平均初婚年齢の 推移 0 「日本の将来推計人口 ( 平成Ⅱ 
1975 年 2000 年 l975 年 ?n03 年 年 1 月 推計 ) 」では、 未婚化・晩婚 

25 一 男 48.3%               男 27.0 歳 29.4 歳 化 以外に、 夫婦の出生力自体に 
も 低下傾向が見られることが 明ら 

29 歳 女 20.9%               女 24.7 歳 27.6 歳 かになりました。 
40 一 男                           ( 資料 @ 厚生労働省 r 人口動態統計 @ 

44 歳 女 
( 資料 ) 総務省統計局 r 国勢調査報告 @ 

文作 ガ Ⅰ生涯 仁 何スの子 ど せを産あ 、 力、 

でさ 極めて 仰 ぃ水準です。 
( 合計特殊出生率 ) 

l975 年 1.9l 人 
制度を支え 

2003 年 l.79 人 る 力の減少 

2025 年 l.3S 人 
2050 年 1.39 人 

現役世代紀スで 高齢者委吏 才る 力、 
ス 

の 高齢者を支 才 ることこ " 

(20 一 64 歳の人口 : 65 歳以上人口 ) 
l975 年 7.7 人 :1 人 

改革の必要， 佳 
2000 年 3.6 人Ⅱ 人 
2025 年 1.9 人Ⅱ 人 
2050 年 l.4 人Ⅱ 人 

期はヲ の 
平均 は 勇作で は年 、 女作 ご タ年 給付費の 

(65 歳からの平均余命 ) 増加 
@75 年男Ⅱ． 7 年、 女 @ ． 6 年 
2000 年男Ⅱ． 5 年、 女 22.4 年 
2025 年男㍑． 9 年、 女 24.8 年 
2050 年男 @ ． 7 年、 女 26.2 年   

国立社会保障・ 人口問題研究所「日本の 将来推計人口 
( 平成 l4 年 l 同 推計八中位推計 ) 」 こ よる   

保険料水準 
国庫負担 
のあ り方 

給付水準 
のあ り方 

丘コ 
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もし、 改正をしないまま、 これまでの年金制度を 続けていこ う とすると、 現役世代、 高 

⑥ もしも、 保険料の引上げだけで 制度を続けていたとすれば‥・ 
づ 厚生年金、 国民年金の保険料を 、 大きく引き上げなければならな 
くなり、 現役世代にとって 過重な負担となりかねません。 

[ 厚生年金 ] 25.9% 
  
[ 国民年金 ] 

， ． @[2038] 
29.500H 

      ・ ア [203ll                       
    
    
    

現在       
  

13.58 れ 。 ・・。     
  

  toooo 

りは ㏄㎝ lfi り皿 1 22(2010)         lz は @lmoo0l リ億㏄ 5l                 3 穏綾 @zQl 42(2030) @z に億 @   12B501 

平成年度 ( 西暦 1 平成年度 l 匹 盾 l 

( 平成 l6 年度価格 ) 

⑥ もしも、 給付の見直しだけで 制度を続けていたとすれば‥・ 
づ高齢者のもらっている 年金、 そしてこれからもら ぅ 年金を、 一度に 
3 ～ 4 割も抑制しなければなりません。 

    

｜   
  

  
年金額 

  将来 

今回の改正は、 急速に少子高齢化が 進展する中で、 給付と負担の 両面を見直し、 「持続 
可能」で「 安 釦の年金制度を 構築するものです。 
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平成 16 年年金制度改正の 全体像 

0700 年 荷の % 紛れ デと貞 担の姿を佛確 に 

[ 改正前」 
    

  おおむね 100 年の間で給付と 負担を均衡 
将来にわたって 給付 と 負、   保険料の将来水準を 固定し、 その引上げ過程と 
担が均衡するよ う 、 5 年 ともに法律上明記 
毎に給付と負担を 見直し   給付水準の下限を 法律上明記 

  

0 保険粕の上昇 は 極力抑圧，将来オ 準を固定 
    

[ 改正前 ] 2017( 平成 29) 年以降の保険料水準を 固定 

  厚生年金 13.58%   厚生年金 18.3%( 毎年 0 ． 354% 引上げ ) 

  国民年金 13.300 円   国民年金 16.900 円 ( 毎年 280 円引上げ ) 
( いずれも平成 l6 年度価格 ) 
    

0 年金を良 アる 力と給付の ノ ウンスを取れる 仕組み 

[ 改正前 ] 
負担の範囲内で 給付とバランスが 取れるよ う に 

年金額は、 賃金の伸び なるまでは、 年金額の計算に 当たって、 賃金や物 

や物価の伸びで 改定 価の伸びをそのまま 使うのではなく、 年金額の伸び 
を調整する仕組みを 導入します。 

0 老後生活の基本的部分を 文才 る 給付水準を確保 

自動調整の仕組みだ け 
では、 給付水準が際限な 

標準的な年金受給世帯の 給付水準は、 現役世 

く 下がる可能性 代の平均収入の 50% を上回る水準を 確保 

0 基礎年金への 国の負担を 7/3 から ァノ 2 仁 

[ 改正前 ] 平成「 6 年度から「 /2 への引上げに 着手 
基礎年金の国庫負担 平成 2 「年度までに 完全に引上げ 
割合は「Ⅰ 3 くそれまでの 道筋を法律上明記 ノ 






